大垣市中小企業融資実施方針
平成13年4月1日施行

（改正）平成27年10月1日施行
この実施方針は、大垣市中小企業融資規程（平成13年規程第5号）の運用方針について定める。

1　 融資対象者
⑴　個人の居住歴は、納税証明書、申告書、住民票等で確認するものとする。
⑵　法人等の所在地は、登記事項証明書で確認するものとする。
⑶　法人成り（個人から法人に変更した場合）の事業歴は、法人成り以前と事業内容の実態が変更なければ通算してもよい。
⑷　大垣市から転出する場合は、原則として本市融資制度による融資を完済するものとする。

2　 納税要件の確認
市内への転入時期又は市内での事業開始時期により、融資申し込み時点で本市市民税が課されていないときは、市町村民税を課されている市町村の納税証明書により納税要件を確認するものとする。

3　 連帯保証人の納税要件

連帯保証人は、必要書類として添付する納税証明書（最近2年分の市（町村）税の納税証明書）の納期到来分については完納していることとする。

4　 資金使途

資金使途は、運転資金、設備資金とする。ただし、次に掲げるものは対象外とする。
⑴　投機的（株、土地投機等）事業に使用されるもの。
⑵　借り換え資金として使用されるもの。ただし、本市中小企業融資制度の旧債の借り換えをする場合は認めるものとし、振興資金から振興資金へ、小口資金から小口資金へ、経済変動対策特別資金から経済変動対策特別資金への借り換えは、認めるものとする。
⑶　市外に本社があり、事業所等が市内にある中小企業者の資金。ただし、市内の事業所等に必要な設備資金は認めるものとする。
⑷　市外の事業所等への設備資金。
⑸　住宅併用事業所等で、事業用以外に使用されるもの。
⑹　土地の購入に要するもの。
⑺　既に工事等が着工しているもの又は商品等が発注してあるもの。

⑻　国県市等の補助対象となっているもの。
⑼　その他事業用資金として認められないもの。

5　 融資期間
⑴　貸付約定変更等によっても規程に定められている資金の融資期間を超えることは認めない。ただし、小口資金においては、岐阜県信用保証協会及び取扱金融機関の承諾が得られた場合、所定償還期間を超える条件変更をすることができる。その場合、所定償還期間を超える期間の利率については、取扱金融機関の定める利率を適用することができるものとする。
⑵　融資期間及び据置期間の計算方法は、融資実行の日を起算日として応答日をもって算出するものとする。

6　 申込書類
申し込み時に必要な次の書類の様式は、別表に定めるとおりとする。
①　様式1　 大垣市中小企業融資稟議書
②　様式2　 中小企業振興資金チェックシート
③　様式3　 中小企業小口資金チェックシート
④　様式4　 中小企業経済変動対策特別資金チェックシート
⑤　様式5　 信用保証委託申込書
⑥　様式6　 市町村小口保証信用調書兼事前照会票
⑦　様式7　 個人情報の利用目的及び第三者提供の同意書
⑧　様式8　 個人情報の取扱いについて
⑨　様式9　 中小企業経済変動対策特別資金売上高状況
7　 融資枠
取扱金融機関は資金ごとに、少なくとも、協調倍率をベースとした融資を行うものとする。ただし、市の予算の範囲を超えて融資が行われても、融資に対する原資となる市資金の預託についてはその範囲内とする。

8　 融資の審査及び決定

融資の審査及び決定は、大垣市金融審査委員会によるが、金融機関の稟議を経た申込みについては、大垣市金融審査委員会事務局の決裁及び金融審査委員2名の承認をもって決定することができる。
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